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証券コード　8154
平　成　28　年　６　月　10　日

株 主 各 位
東京都千代田区神田松永町20番地

代表取締役社長 門 　 良 一
第48回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第48回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な

がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、総会開催日前日の平成28年６月28日（火曜日）午後５時30分までに到着するようにご返
送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都台東区秋葉原１番１号

秋葉原ビジネスセンター ５階 ＡＰ秋葉原
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第48期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）事業報告、連結計

算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第48期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合には、
インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.taxan.co.jp)に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事 業 報 告

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策や日銀の金融政策を背景に企業収益

および設備投資の回復や雇用情勢の改善がみられるなど景気は緩やかな回復基調で推移しまし
た。しかしながら、中国をはじめとするアジア新興国経済の減速懸念や原油価格の下落などの
影響を受け、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、パソコンや民生電子機器の需
要が依然低迷を続けており、またスマートフォンやタブレットなどのモバイル端末市場に減速
の動きがみられましたが、車載関連市場、メディカル・ヘルスケア市場の需要は増加し、環境・
エネルギーやIoT（注）などの新興市場も成長がみられるなどエレクトロニクス業界全体は比較
的堅調に推移しました。

かかる環境の中で、当社グループは「すべてはお客様のために」という経営理念のもと、当
社事業部門およびグループ各社の横串・連携機能を統括する役割を担うべくグループ経営本部
を設置し、既存大手顧客への拡販や海外ビジネスの拡大および費用削減に努めてまいりました。

その結果、当連結会計年度における売上高は245,387百万円（前連結会計年度比3.8％減）、
営業利益は7,788百万円（前連結会計年度比22.4％増）、経常利益は7,908百万円（前連結会計
年度比3.2％増）となり、また、親会社株主に帰属する当期純利益は5,437百万円（前連結会計
年度比23.1％増）となりました。

（注）Internet of Thingsの略語。あらゆる物がインターネットを通じてつながることによって実現する新たなサービス、ビジ
ネスモデル、またはそれを可能とする要素技術の総称。
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②　セグメント別営業の状況
　セグメント別の売上高の状況は以下のとおりです。

（単位：百万円）
期別及び区分

部　　門

第47期
(自　平成26年 4 月 1 日
至　平成27年 3 月31日)

第48期（当連結会計年度）
(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

電 子 部 品 事 業 197,188 77.3％ 189,486 77.2％

情 報 機 器 事 業 42,024 16.5％ 40,880 16.7％

ソ フ ト ウ ェ ア 事 業 2,889 1.1％ 2,897 1.2％

そ の 他 事 業 13,040 5.1％ 12,123 4.9％

合 計 255,143 100.0％ 245,387 100.0％

［電子部品事業］（半導体、一般電子部品、ＥＭＳ（注）などの開発・製造・販売など）
電子部品事業は、国内における遊技機器向け電子部品・半導体の販売が低迷しましたが、

通信機器向け電子部品・半導体の販売および海外におけるＥＭＳビジネスなどが堅調に推移
しました。その結果、売上高は189,486百万円（前連結会計年度比3.9％減）となり、セグメ
ント利益は売上総利益率の改善により6,515百万円（前連結会計年度比34.3％増）となりま
した。

（注）Electronics Manufacturing Serviceの略語。製品の開発・生産を受託するサービス。

［情報機器事業］（パソコン、ＰＣ周辺機器、各種家電、写真・映像関連商品およびオリジナ
ルブランド商品などの販売など）

情報機器事業は、デジタルカメラなどの取扱高の減少に加え、住宅向け関連商材などの販
売が低迷しましたが、新商材の開拓や既存商品の拡販に注力し、コンシューマ市場への販売
戦略の見直しを行うなど事業の再編を図りました。その結果、売上高は40,880百万円（前連
結会計年度比2.7％減）となり、セグメント利益は811百万円（前連結会計年度比14.7％増）
となりました。
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［ソフトウェア事業］（ＣＧ映像制作、アミューズメント関連商品の企画・開発など）
ソフトウェア事業は、電子玩具の開発などの受注が減少しましたが、アニメーションのＣ

Ｇ制作やゲームソフトの開発および販売や不採算事業の再編に注力しました。その結果、売
上高は2,897百万円（前連結会計年度比0.3％増）、セグメント利益は695百万円（前連結会
計年度比57.1％増）となりました。

［その他事業］（エレクトロニクス機器の修理・サポート、アミューズメント機器の製造・販
売、スポーツ用品の販売など）

その他事業は、国内のアミューズメント業界向けゲーム機器事業やパソコンおよび通信機
器の再生事業などが低迷しました。その結果、売上高は12,123百万円（前連結会計年度比
7.0％減）となり、セグメント損失は343百万円（前連結会計年度はセグメント利益169百万
円）となりました。

③　設備投資の状況
　当連結会計年度において実施した設備投資額は、1,393百万円（有形固定資産取得価額ベー
ス）であり、その主な内容は営業用固定資産の取得および海外製造拠点の工場設備増強などに
よるものであります。

④　資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達に特筆すべき事項は無く、長期借入を中心に返済が進みま
した。取引金融機関と総額100億円の貸出コミットメントライン契約を締結しておりますが、
当連結会計年度末における借入実行残高はありません。

⑤　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑥　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑦　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。
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⑧　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
・株式取得状況

日付 会社名 取得会社 取得割合 状況

平成27年４月16日 株式会社サイコックス 加賀電子株式会社 84.9％ 子会社化

・株式処分状況
該当事項はありません。

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第45期

(自平成24年 4 月 1 日
至平成25年 3 月31日)

第46期
(自平成25年 4 月 1 日

至平成26年 3 月31日)
第47期

(自平成26年 4 月 1 日
至平成27年 3 月31日)

第48期(当連結会計年度)
(自平成27年 4 月 1 日

至平成28年 3 月31日)
売 上 高(百万円) 216,405 257,852 255,143 245,387

経 常 利 益(百万円) 1,931 5,847 7,664 7,908

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(百万円) 444 3,877 4,416 5,437

１株当たり当期純利益(円．銭) 16円09銭 137円22銭 156円28銭 192円43銭

総 資 産(百万円) 111,888 126,028 127,948 124,281

純 資 産(百万円) 48,806 52,825 59,603 61,808

１株当たり純資産額(円．銭) 1,721円86銭 1,868円07銭 2,108円04銭 2,185円94銭
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
　直接所有子会社
会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

加賀テック株式会社 60,000千円 100.0％ 電子部品・電子機器等の販売

加賀デバイス株式会社 395,200千円 100.0％ 電子部品・電子機器等の販売

加賀コンポーネント株式会社 400,000千円 100.0％ 電気機器等の製造および販売

加賀ソルネット株式会社 99,000千円 100.0％
コンピュータネットワークシス
テムの開発・設計・施工・保守お
よび電子機器・情報機器等の販売

株式会社エー・ディーデバイス 301,200千円 96.7％ 電子部品・電子機器等の販売

加賀クリエイト株式会社 10,000千円 100.0％ ソフトウェアの企画・開発・配信・販売

マイクロソリューション株式会社 300,050千円 100.0％
コンピュータ・コンピュータ周辺
機器等の開発・製造・販売および
リサイクル事業

株式会社デジタル・メディア・ラボ 106,000千円 100.0％ コンピュータグラフィックの企
画・開発および販売

加賀スポーツ株式会社 50,000千円 100.0％ スポーツ用品等の製造、卸売および販売

加賀ハイテック株式会社 310,000千円 100.0％
情報機器・フィルム・光学機器・
映像ソフトウェア等の製造・販売
および暗室・映像会議室の設計・
施工

加賀アミューズメント株式会社 50,000千円 100.0％ 電子部品・電子機器等の販売

株式会社ワークビット 20,000千円 100.0％
メモリ装置やインターフェース
変換関連のLSI、LSIモジュール、
測定・検査装置の開発・設計・製
造・販売

株式会社サイコックス 186,625千円 84.9％ 半導体基板の開発・製造等
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会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
KAGA(H.K.)ELECTRONICS LIMITED 2,580千米ドル 100.0％ 電子部品・電子機器等の販売

KAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE LTD 943千米ドル 100.0％ 電子部品・電子機器等の販売

KAGA(KOREA)ELECTRONICS CO.,LTD. 600,000千ウォン 100.0％ 電子部品・電子機器等の販売

KAGA(TAIWAN)ELECTRONICS CO.,LTD. 50,000千台湾ドル 100.0％ 電子部品・電子機器等の販売

TAXAN GUAM LIMITED 800千米ドル 100.0％ 不動産所有およびその管理、運営

加賀電子（上海）有限公司 15,017千元 100.0％ 電子機器・電子部品等の製造および販売

KAGA ELECTRONICS(THAILAND)
COMPANY LIMITED 100,000千タイバーツ 100.0％ 電子機器・電子部品等の製造および販売

KAGA ELECTRONICS (USA)INC. 1,000千米ドル 100.0％ 情報収集・マーケティング活動お
よび電子部品・電子機器等の販売

加賀電子（大連）有限公司 7,395千元 100.0％ 電子部品・電子機器等の販売

KAGA(EUROPE)ELECTRONICS LTD. 600千ポンド 100.0％ 電子部品・電子機器等の販売

KD TEC s.r.o. 12,000千コルナ 100.0％ 電気・電子ユニットの組立、電子
部品の販売など

(注)１．平成28年４月１日付をもって、加賀ハイテック株式会社が存続会社となる加賀ハイテック株式会社と
加賀エージェンシー株式会社（間接所有子会社）の合併をし、加賀ソルネット株式会社が存続会社と
なる加賀ソルネット株式会社と加賀エデュケーショナルマーケティング株式会社（間接所有子会社）
の合併をいたしました。また、同日付で、加賀ソルネット株式会社が存続会社となる加賀ソルネット
株式会社と加賀ハイテック株式会社の合併をいたしました。

２．平成28年４月20日付をもって、加賀クリエイト株式会社は清算結了いたしました。
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間接所有子会社
会 社 名 所 有 す る 会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

KAGA DEVICES(H.K.)LIMITED 加賀デバイス株式会社 42,600千香港ドル 100.0％ 電子部品・電子機器等
の販売

加賀エージェンシー株式会社 加賀ハイテック株式会社 10,000千円 100.0％ 保険代理業

株式会社アクセスゲームズ 株式会社デジタル・メデ
ィア・ラボ 30,000千円 100.0％

ゲームソフトおよび
マルチメディア関連
映像音声ソフトウェ
アデータ等の企画・開
発・配信・販売

加賀エデュケーショナル
マーケティング株式会社 加賀ソルネット株式会社 30,000千円 100.0％

コンピュータ機器、ソ
フトウェアの販売・サ
ポート

加賀テクノサービス株式会社 加賀ソルネット株式会社 42,000千円 100.0％ 電気・電気通信設備
工事業・内装工事業

株式会社エスアイエレク
トロニクス

株式会社エー・ディーデ
バイス 100,000千円 96.7％

アミューズメント機
器用の画像表示関連
装置の開発、設計、製
造および販売等

株式会社サイバーフロント 株式会社エー・ディーデ
バイス 100,000千円 96.7％ ソフトウェアの企画・開

発・製作・販売

株式会社ドリームス 株式会社デジタル・メデ
ィア・ラボ 60,000千円 100.0％

コンシューマーソフ
ト・アーケードソフト
企画、開発

KAGA COMPONENTS(HONG 
KONG)LIMITED 加賀コンポーネント株式会社 2,550千香港ドル 100.0％ 電気機器等の製造お

よび販売

港加賀電子(深圳)有限公司 KAGA(H.K.)ELECTRONICS 
LIMITED 16,210千米ドル 100.0％ 電子機器等の製造お

よび販売

KAGA COMPONENTS
(MALAYSIA)SDN.BHD. 加賀コンポーネント株式会社 7,000千リンギット 100.0％ 電気機器等の製造お

よび販売

東莞勁捷電子有限公司 加賀コンポーネント株式会社 23,494千元 100.0％ 電気機器等の製造お
よび販売

加賀貿易(深圳)有限公司 KAGA DEVICES (H.K.) 
LIMITED 3,203千元 100.0％ 電子部品・電子機器等

の販売

AD DEVICE(H.K.)LIMITED 株式会社エー・ディーデ
バイス 2,000千香港ドル 100.0％ 半導体・電子部品の販売
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会 社 名 所 有 す る 会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

加賀沢山電子(蘇州)有限公司 加賀電子(上海)有限公司 34,925千元 100.0％ 電子機器・電子部品等
の製造および販売

KAGA DEVICES INDIA 
PRIVATE LIMITED 加賀デバイス株式会社 15,000千ルピー 100.0％ 半導体・電子部品および

電子機器などの販売

KAGA AMUSEMENT 
MALAYSIA SDN.BHD.

加賀アミューズメント
株式会社 1,000千リンギット 100.0％

アミューズメント機
器および関連商品の
企画、製造、販売など

蘇州沢山加賀貿易有限公司 加賀沢山電子（蘇州）有
限公司 1,000千元 100.0％ 電子機器・電子部品等

の製造および販売

AD DEVICE (Thailand) 
CO., Ltd.

株式会社エー・ディーデ
バイス 10,000千タイバーツ 100.0％ 電子機器・電子部品等

の販売

加賀電子科技（蘇州）有限
公司 加賀電子(上海)有限公司 6,139千元 100.0％ 電子機器・電子部品等

の製造および販売

AD DEVICE(SHANGHAI)
CO.,LTD.

株式会社エー・ディーデ
バイス 2,444千元 100.0％ 電子機器・電子部品等

の販売

KAGA ELECTRONICS
INDONESIA,PT

KAGA ELECTRONICS
(THAILAND)
COMPANY LIMITED

18,175百万ルピア 100.0％ 電子機器・電子部品等
の製造および販売

湖北加賀電子有限公司 港加賀電子(深圳)有限
公司 325千米ドル 100.0％ 電子機器等の製造お

よび販売
（注）１．当連結会計年度中に、次のとおり増資を行いました。

会　　　社　　　名 増資額 時　期
KAGA ELECTRONICS INDONESIA,PT 12,117百万ルピア 平成27年８月

２．平成28年５月６日付をもって株式会社サイバーフロントは清算結了いたしました。

⑷　対処すべき課題
当社グループは、今後の更なる成長を遂げるために、経営の基本方針に基づき、ＦＹＴと３

Ｇおよびコーポレートガバナンスの強化をコンセプトにグループ経営の充実を図り、ステーク
ホルダー（利害関係者）との良好な関係を維持しつつ、企業価値の向上に努力してまいります。

また市場動向や顧客ニーズに即応できる組織編成を随時実施し、迅速な情報収集力の充実を
図ると共に、グループ各社間の連携を強化し、グループ各社の協業化・相互支援体制の確立に
よりシナジー効果を引き出し業容の拡大と効率化を目指してまいります。

－ 9 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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●当連結会計年度における主な取組状況は次のとおりであります。
① 当社グループの、コーポレートガバナンス体制の強化

当社グループが継続的な発展を実現させるためには、コーポレートガバナンス体制の強
化が対処すべき重要な課題の一つと認識しております。そのために、内部統制システムの
運用徹底と社内教育を実施し、継続的な運用、改善を行う組織体制を構築してまいりまし
た。引き続き、グループ全体で内部統制システムの運用徹底と改善を行い、コーポレート
ガバナンス体制の強化に努めてまいります。

② グループ会社間の連携および協業化・相互支援体制の強化によるシナジー効果
当社グループはエレクトロニクスを核として様々な事業を展開しておりますが、その内

容によっては類似性の高いものもあります。これらの事業の効率化を図るため、平成27
年４月１日より当社グループ全体を統括するグループ経営本部を設置いたしました。こ
の組織編成の狙いは、グループの連携強化による、シナジー効果の向上と効率化であり、
現在その実現に努めております。

③ 海外事業の促進および海外拠点の強化
当社を取り巻く経営環境は年々変化しておりますが、当社グループにおいて海外事業の

成否は、当社グループの将来に大きく影響するものと考えております。そのため、当社グ
ループの重要地域である東アジアや東南アジアなどにおいて、日系顧客に加えローカル企
業との取引増大を図るべく積極的な人材の投入を行い、中国やタイなどにおけるＥＭＳビ
ジネスの拠点整備・拡充など、東アジアや東南アジア地域における拠点を強化しビジネス
の拡大に努めております。

④ 業績不振子会社の立て直し
業績不振子会社を抽出し、事業の見直しや組織改革および他の子会社との協業や統合を

行い、また、事業の立て直しが困難であると判断した場合は、清算を決議するなど、様々
な再建に取り組みました。

今後も、子会社の事業の特性を見極め、グループシナジーを活かしながら業績向上を目
指してまいります。

●当面の対処すべき課題は、以下のとおりであります。
１．コーポレートガバナンス体制の強化
２．グループ会社間の連携および協業化・相互支援体制の強化によるシナジー効果
３．海外事業の促進および海外拠点の強化
４．技術力の強化、迅速な情報収集力の充実
５．環境問題への取り組み

その他の対処すべき課題につきましても、常時心掛け、取り組む問題として認識し、工夫・
改善・努力をしております。

－ 10 －

対処すべき課題
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⑸　主要な事業内容（平成28年３月31日現在）
　当社は、電子機器用エレクトロニクス部品の企画、開発、製造、仕入販売、コンピュータお
よび周辺機器・関連部品・付属品・ソフトウェアなどの仕入販売ならびに輸出入を主な事業と
し、これに付帯する業務も営んでおります。
　主な取扱商品および事業内容は次のとおりであります。

事 業 別 主 要 取 扱 商 品 ・ 事 業 内 容

電 子 部 品
ＬＣＤモジュール、加工基板、ＯＡ機器および通信機器向け製品、カス
タムＬＳＩ・ワンチップマイコンなど専用集積回路、メモリーＩＣなど
汎用集積回路、ＣＭＯＳイメージセンサー・発光ダイオードなど半導体
素子　など

情 報 機 器 パーソナルコンピュータ、プリンタなどの周辺機器、ＳＤカード、デジ
タル音響・デジタル映像機器、光学機器　など

ソ フ ト ウ ェ ア 版権ビジネス、ＣＧ映像・映像システム・ソフトウェア制作、アミュー
ズメント関連の企画・開発　など

そ の 他
エレクトロニクス機器の修理・サポート、アミューズメント関連機器の
製造、販売、各種イベントの企画・運営、スポーツ用品の販売、ゴルフ
ショップの運営　など

－ 11 －

主要な事業内容
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①　当社の主要な事業所
名 称 所 在 地

本 社 東京都千代田区神田松永町20番地

本 社 別 館 東京都中央区八丁堀３丁目27番10号

北 関 東 営 業 所 埼 玉 県 さ い た ま 市

北 陸 営 業 所 石 川 県 金 沢 市

関 西 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市

名 古 屋 営 業 所 愛 知 県 名 古 屋 市

新 横 浜 営 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市

浜 松 営 業 所 静 岡 県 浜 松 市

福 岡 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市

仙 台 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市

京 都 営 業 所 京 都 府 京 都 市

新 潟 営 業 所 新 潟 県 長 岡 市

（注）平成28年４月１日付で、広島営業所を広島県福山市に開設いたしました。

－ 12 －

主要な事業内容
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②　子会社
会 社 名 所 在 地

加賀テック株式会社 本 社 東 京 都 千 代 田 区

加賀デバイス株式会社
本 社 東 京 都 千 代 田 区

支 店 大 阪 府 大 阪 市

加賀コンポーネント株式会社

本 店 東 京 都 千 代 田 区

本 社 東 京 都 中 央 区

事 業 所 大 阪 府 大 阪 市

工 場 新潟県新潟市・熊本県球磨郡

加賀ソルネット株式会社
本 社 東 京 都 中 央 区

営 業 所 大 阪 府 大 阪 市

株式会社エー・ディーデバイス
本 社 東 京 都 千 代 田 区

営 業 所 大阪府大阪市・愛知県名古屋市・
石川県金沢市・茨城県水戸市

加賀クリエイト株式会社 本 社 東 京 都 中 央 区

マイクロソリューション株式会社

本 社 東 京 都 千 代 田 区

工 場 山 形 県 長 井 市

事 業 所 山 形 県 長 井 市 ・ 長 野 県
飯 田 市 ・ 埼 玉 県 入 間 市

株式会社デジタル・メディア・ラボ
本 社 東 京 都 中 央 区

支 社 大 阪 府 大 阪 市

加賀スポーツ株式会社
本 社 東 京 都 千 代 田 区

営 業 所 愛知県名古屋市・大阪府大阪市

加賀ハイテック株式会社
本 社 東 京 都 中 央 区

営 業 所 大 阪 府 大 阪 市

加賀アミューズメント株式会社 本 社 東 京 都 中 央 区

株式会社ワークビット 本 社 神 奈 川 県 大 和 市

株式会社サイコックス 本 社 東 京 都 千 代 田 区

－ 13 －
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会 社 名 所 在 地

KAGA(H.K.)ELECTRONICS LIMITED 本 社 中 国 香 港

KAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE LTD 本 社 シ ン ガ ポ ー ル

KAGA(KOREA)ELECTRONICS CO., LTD. 本 社 韓 国 ソ ウ ル

KAGA(TAIWAN)ELECTRONICS CO., LTD. 本 社 台 湾 台 北 市

TAXAN GUAM LIMITED 本 社 ア メ リ カ 合 衆 国 グ ア ム 準 州

加賀電子(上海)有限公司 本 社 中 国 上 海 市

KAGA ELECTRONICS(THAILAND)COMPANY LIMITED
本 社 タ イ 　 サ ム ッ ト プ ラ カ ー ン

工 場 タ イ 　 ア マ タ ナ コ ン

KAGA ELECTRONICS (USA)INC. 本 社 アメリカ合衆国カリフォルニア州

加賀電子(大連)有限公司 本 社 中 国 遼 寧 省

KAGA(EUROPE)ELECTRONICS LTD. 本 社 イ ギ リ ス 　 ワ ー キ ン ガ ム

KD TEC s.r.o. 本 社 チ ェ コ 　 キ ド ネ

－ 14 －
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⑹　従業員の状況（平成28年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況
セ グ メ ン ト 名 称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

電 子 部 品 事 業 3,819名 113名増

情 報 機 器 事 業 233名 33名減

ソ フ ト ウ ェ ア 事 業 390名 51名増

そ の 他 事 業 309名 21名増

全 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 社 （ 共 通 ） 492名 1名減

合 計 5,243名 151名増

（注）１．従業員数は就業員数であります（グループ外から当社グループへの出向者、契約社員、パートおよび
嘱託社員を含んでおります）。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属してお
ります。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

580名 11名増 40.2歳 13.1年

（注）従業員数は就業員数であります（社外から当社への出向者、契約社員、パートおよび嘱託社員を含んでお
ります）。

－ 15 －
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⑺　主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,387

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,336

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,461

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 990

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 390

株 式 会 社 北 陸 銀 行 329

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 90

⑻　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　　該当事項はありません。

－ 16 －
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 80,000,000株
②　発行済株式の総数 28,702,118株
③　株主数 7,151名
④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 千 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

株式会社三共 3,824 13.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1,908 6.75

株式会社ＯＫＯＺＥ 1,740 6.16

加賀電子従業員持株会 1,289 4.56

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,212 4.29

株式会社みずほ銀行 950 3.36

塚本　勲 787 2.79

沖電気工業株式会社 526 1.86

三菱電機株式会社 500 1.77

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 478 1.69

（注）持株比率は、自己株式（446,824株）を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 17 －
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⑶　会社役員の状況
①　取締役および監査役の状況（平成28年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 塚 本 　 勲

代 表 取 締 役 社 長 門 　 良 一

専 務 取 締 役 高 橋 信 佐

専 務 取 締 役 髙 師 幸 男

専 務 取 締 役 筧 　 　 　 新 太 郎

常 務 取 締 役 川 村 英 治 管理本部長

取 締 役 俊 成 伴 伯 ＥＭS事業部長

取 締 役 野 原 充 弘 電子事業部長

取 締 役 三 吉 　 暹 トヨタ自動車株式会社 顧問
日立マクセル株式会社 エグゼクティブ・アドバイザー

取 締 役 田 村 　 彰 株式会社おきぎん経済研究所 アドバイザー
新潟綜合警備保障株式会社 顧問

常 勤 監 査 役 亀 田 和 典

常 勤 監 査 役 石 井 隆 弘

監 査 役 佐 瀬 正 俊 アルファパートナーズ法律事務所 パートナー

監 査 役 田 　 中 　 雄 一 郎 税理士法人トラスト 代表社員

（注）１．取締役三吉　暹および田村　彰は、社外取締役であります。
２．監査役佐瀬正俊および田中雄一郎は、社外監査役であります。
３．常勤監査役亀田和典および石井隆弘は、金融機関における豊富な業務経験があり、財務および会計に

関する相当程度の知見を有しております。
４．監査役佐瀬正俊は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有しております。
５．監査役田中雄一郎は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有

しております。
６．取締役三吉　暹および田村　彰ならびに監査役佐瀬正俊および田中雄一郎は、東京証券取引所に対し、

独立役員として届け出ております。

－ 18 －
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７．当連結会計年度中における取締役および監査役の異動は次のとおりです。
(1) 平成27年６月26日開催の第47回定時株主総会終結の時をもって取締役塚本外茂久および下山和一郎

は任期満了により、退任いたしました。
(2) 平成27年６月26日開催の第47回定時株主総会終結の時をもって監査役石川正弘および隅野起久夫は

任期満了により、退任いたしました。
(3) 平成27年６月26日開催の第47回定時株主総会において、俊成伴伯、野原充弘、三吉　暹および田村　彰

は取締役に選任され、それぞれ就任いたしました。
(4) 平成27年６月26日開催の第47回定時株主総会において、亀田和典および石井隆弘は監査役に選任さ

れ、それぞれ就任いたしました。
８．当事業年度中における取締役の地位および担当等の異動は次のとおりであります。

氏 名 新 旧 異 動 年 月 日

下　山　和一郎 専務取締役 専務取締役
インフォメーションビジネスユニット長 平成27年 4 月 1 日

高　橋　信　佐 専務取締役 専務取締役
エンターテイメントビジネスユニット長 平成27年 4 月 1 日

髙　師　幸　男 専務取締役 専務取締役
プロモーションビジネスユニット長 平成27年 4 月 1 日

筧　　　新太郎 専務取締役兼経営企画室長 専務取締役
マニュファクチャリングビジネスユニット長 平成27年 4 月 1 日

川　村　英　治 取締役
管理本部長

取締役
管理本部長兼経理部長 平成27年 4 月 1 日

川　村　英　治 常務取締役
管理本部長

取締役
管理本部長 平成27年 6 月26 日

筧　　　新太郎 専務取締役 専務取締役兼経営企画室長 平成27年 10月 1 日
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②　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等
区 分 支 給 人 員 （ 名 ） 支 給 額 （ 百 万 円 ）

取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

12
（2）

503
（17）

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

6
（2）

43
（10）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

18
（4）

547
（27）

（注）１．上記には、平成27年６月26日開催の第47回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名およ
び監査役２名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第47回定時株主総会において年額700百万円以内

（うち社外取締役分50百万円以内。また使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、平成７年６月29日開催の第27回定時株主総会において年額60百万円以内と

決議いただいております。
５．上記の支給額には以下のものが含まれております。

当事業年度における役員賞与引当金の繰入額180百万円（取締役10名に対し171百万円（うち社外取
締役２名に対し８百万円）、監査役４名に対し９百万円（うち社外監査役２名に対し１百万円））。
当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額87百万円（取締役10名に対し82百万円、監査役4名
に対し5百万円）。

６．平成27年6月26日開催の第47回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって退任した取締役
および監査役に対し支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。
・取締役２名に対し261百万円
・監査役２名に対し 21百万円

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等との兼任状況（他の法人等の業務執行者である場合）および当社と当該他の法

人等との関係
・監査役佐瀬正俊は、アルファパートナーズ法律事務所のパートナーを兼務しております。

当社はアルファパートナーズ法律事務所との間に顧問弁護士契約を締結しております。
・監査役田中雄一郎は、税理士法人トラスト代表社員を兼務しております。当社は税理士法

人トラストとの間に税務顧問契約を締結しております。
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ロ．他の法人等の社外役員等の兼任状況および当社と当該他の法人等との関係
・取締役三吉　暹は、トヨタ自動車株式会社の顧問ならびに日立マクセル株式会社のエグゼ

クティブ・アドバイザーであります。当社とそれぞれの兼職先との間には特別の利害関係
はありません。

・取締役田村　彰は、株式会社おきぎん経済研究所のアドバイザーおよび新潟綜合警備保障
株式会社の顧問であります。当社とそれぞれの兼職先との間には特別の利害関係はあり
ません。

ハ．当事業年度における主な活動状況
ａ．取締役会および監査役会への出席状況

取 締 役 会 （ 1 5 回 開 催 ） 監 査 役 会 （ 1 6 回 開 催 ）

出 席 回 数 ( 回 ) 出 席 率 ( ％ ) 出 席 回 数 ( 回 ) 出 席 率 ( ％ )

取 締 役 三 吉 　 暹 12 100.0 － －

取 締 役 田 村 　 彰 12 100.0 － －

監 査 役 佐 瀬 正 俊 15 100.0 16 100.0

監 査 役 田　中　雄一郎 15 100.0 16 100.0

（注）取締役三吉　暹および田村　彰は、平成27年６月26日開催の第47回定時株主総会において選任されたた
め、就任以降、当事業年度に開催された取締役会を対象としております。

ｂ．取締役会および監査役会における発言状況
・取締役三吉　暹および田村　彰は、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づ

き、客観的視点と独立した立場から取締役会において意見を述べております。
・監査役佐瀬正俊は、弁護士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役会および

監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
・監査役田中雄一郎は、公認会計士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役会

および監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており
ます。

④　責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づいて、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を

限度としております。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　ＰｗＣあらた監査法人

（注）あらた監査法人は、平成27年７月１日に名称を変更し、ＰｗＣあらた監査法人となりました。

②　報酬等の額
支払額（百万円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 42

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 42

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社の重要な子会社のうち、海外子会社において当社の会計監査人以外の監査法人（外国におけるこ
れらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けております。

３．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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⑸　業務の適正を確保するための体制
当社及び当社グループの取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため

の体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおり
であります。
①　当社及び当社グループの取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制について
当社及び当社グループは、コーポレートガバナンスの充実が経営上の重要課題と認識し、企

業倫理と法令遵守の徹底、内部統制システムの強化を推進するとともに、経営の健全性・効率
性・透明性を確保し、企業価値の向上を図ることを基本的方針としております。

これらの遵守を図るため、取締役については「役員規程」、取締役会については「取締役会
規程」が定められており、その適正な運営を確保するとともに、定期的に開催する取締役会の
ほか、必要に応じて機動的に開催する臨時取締役会によって、各取締役相互に業務執行状況の
監督を行っております。また、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」及び「稟
議規程」を定めることによって、各取締役の権限の範囲の明確化を図るとともに、各取締役相
互の監督を実のあるものとしております。

さらに当社は、代表取締役社長直轄の監査室を設置し、当社の法務部門である業務管理部と
の連携により法令・定款その他の社内規程の遵守状況についての監査業務を行っております。

他方、当社は、監査役会設置会社であり、取締役の職務の執行について社外監査役を含めた
各監査役が精緻な監査を行っております。

また、代表取締役社長を委員長とする「ＣＳＲ推進委員会」（企業の社会的責任推進委員会）
を設立し、その下部組織に情報開示委員会、リスクマネジメント委員会と共にコンプライアン
ス委員会を設置して、当社グループ全体の業務の決定及び執行の適正化を図っております。

②　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について
取締役の職務執行に係る情報については、文書の作成及び保存の基準を定めた「文書管理規

程」及び文書の保存手続及び保存年限の詳細を定めた「文書管理取扱マニュアル」に基づき、
その記録媒体の性質に応じて、適正かつ確実な情報の管理及び保存を行っております。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制について
当社グループとして可能性のあるリスクには、経済状況、為替レート、カントリーリスク、

価格競争、商品調達力、自社ブランドリスク、法的規制、市場リスク、重要訴訟、退職給付債
務、個人情報、災害、環境及び情報管理等に係るものがあり、これらのリスクについては、そ
れぞれのリスクごとに対応部門を定め、各部門におけるリスク管理責任者の指揮監督のもと、
リスク管理のために必要かつ適正な体制を整備することとしております。

万が一、上記各リスクが発生した場合には、それぞれの対応部門において、リスク管理責任
者の指揮監督のもと、直ちに、損害の発生を最小限に止めるための必要かつ適正な対応を採る
こととしております。

また、ＣＳＲ推進委員会の下部組織としてリスクマネジメント委員会を設置することにより、
当社グループでの予見されるリスクへの迅速かつ適正な対応をとるための体制を整えておりま
す。

④　当社及び当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
について
当社及び当社グループの取締役の職務執行を効率的に行うための体制の基礎として、定期的

に開催する取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催することとし、取締役の職
務のうち重要事項に関しては、取締役会に先立ち取締役以上の者からなる経営会議を開催して、
取締役会において充実した議論と迅速な意思決定を行えるよう事前の協議を行うこととしてお
ります。

他方、当社では執行役員制度を導入することによって、経営の意思決定に係る機能と業務執
行に係る機能の分離を図り、迅速な対応が取れる体制を構築しております。また取締役の人数
を適正規模とすることで、十分な議論を行い的確かつ迅速な意思決定ができる体制を整えてお
ります。

具体的な職務執行においては、取締役会が全社的な目標を定め、この目標を達成するための
中期経営計画を策定し、各事業部門を担当する各取締役及び執行役員がこの計画を実現するた
めに必要かつ適切な業務執行体制を確立することとしております。

また、当社及び当社グループの各取締役の業務の分掌及び職務権限等については、「組織規
程」「業務分掌規程」「職務権限規程」及び「関係会社管理規程」においてそれぞれの職務執
行が効率的に行われるよう定めております。
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⑤　当社及び当社グループの使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制について
当社及び当社グループの使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための

行動指針となる「コンプライアンス基本規程」を策定しております。そして、これを実効性の
あるものとするために当社ではＣＳＲ推進委員会の下部組織としてコンプライアンス委員会を
設置し、当社グループ全体の適正な対応ができるための体制を整えております。

また当社は、代表取締役社長直轄の監査室を設置し、当社の法務部門である業務管理部との
連携により法令・定款その他の社内規程の遵守状況についての監査業務を行っております。

他方、当社及び当社グループの法令及び定款違反の行為に関する社内通報システムとして、
代表取締役会長・代表取締役社長・監査役、及びＣＳＲ推進委員会、セクハラ調査担当対策委
員に対して、他者を介在することなく、かつ匿名で通報することのできる体制を構築しており
ます。

⑥　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制について
関係会社における業務の適正を確保するために「関係会社管理規程」を定め、これに基づく

統制を行うとともに、当社グループ間の調整や重要な意思決定には当社の経営会議及び取締役
会での協議及び決定が必要であるとしております。

そして、当社の監査室において、当社の法務部門である業務管理部と連携をすることによっ
て当社グループの業務活動全般について、グループ全体の統一を図りつつ、その妥当性や法令
及び定款等の遵守状況等についての監査並びに業務改善指導を行っております。

他方で、当社グループは、全ての取締役会議事録を当社に提出すると共に、毎月定期的にそ
の業務、予算遂行状況及び業務の適正を確保するにあたり重要な事項についての報告をするこ
ととしております。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項について
当社の業務分掌規程に監査役の職務を補助すべき使用人に関する定めをおき、監査役は監査

室を中心として、必要に応じて使用人に監査業務の補助作業を行わせております。
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⑧　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立に関する事項および監査役の使用人に
対する指示の実効性の確保に関する事項について
当社の業務分掌規程において、監査室等所属の使用人が監査役の業務を補助作業する場合に

は、その作業に関する指揮命令権は監査役のみが有することとし、その異動、評価及び懲戒処
分をする場合には監査役の同意を必要としております。

⑨　当社及び当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役へ
の報告に関する体制について
当社の取締役は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときには、「役員

規程」に基づき、直ちに当該事実を監査役会に報告しなければならないこととし、監査役会へ
の報告が、迅速かつ確実に行われるための体制を整えております。

当社使用人、当社グループの取締役及び使用人が、法令及び定款に違反する事実を発見した
とき、または当社及びそれぞれの会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき
には、「職務権限規程」に基づき、直ちに監査役に対して報告しなければならないこととし、
使用人から監査役に対し、直接当該事実を報告することができる体制を整えております。

⑩　監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこと
を確保するための体制
社内通報システムによる報告は、匿名での報告又は私書箱を利用した報告が可能であり、報

告をした者が特定できないことから、不利な取り扱いを受けない体制を確保しております。

⑪　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または支出した費用などの償還、

負担した債務の弁済を請求した時は、その費用等が監査役の職務の執行について生じたもので
ないことを証明できる場合を除き、これに応じます。
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⑫　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について
当社においては、監査役は取締役会及び社内の重要会議へ出席しなければならず、また必要

があるときは意見を述べなければならないと定めております。また、監査役会を設置し、「監
査役会規程」に基づき適切な監査役会を運営するとともに、各監査役の監査体制のあり方や監
査基準及び監査役の行動指針となる「監査役監査基準」を定めて、各監査役の監査が実効的に
行われることを確保しております。

以上の①から⑫までの各項目については、関係諸規程の見直しを適宜行うことによって、より
適正な体制を構築するよう努めるものといたします。

⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社および当社グループの業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおり

であります。
①　コンプライアンスに対する取り組み、コンプライアンス体制

コンプライアンス委員会を開催するとともに、当事業年度は当社グループの役員および使用
人を対象にして、契約・下請法・反社会的勢力対応などの法令遵守に向けたより実践的な研修
を６回実施いたしました。

また、コンプライアンス規程を制定して意識向上を図るとともに、他者を介在せず、匿名で
通報できる体制として社内通報システムを設置し、コンプライアンス違反の未然防止にも努め
ております。

②　リスク管理体制、リスク管理に関する取り組み
当事業年度はリスクマネジメント委員会を開催し、当社グループの様々なリスクについて分

析・対応を検討するとともに、予見される各リスクに対して、予め定められた各担当部署がそ
れぞれリスク低減に努めてまいりました。

また、リスクマネジメント規程を制定して業務上でのリスク対応方法を明確にし、リスクマ
ネジメント体制の強化を図っております。

③　グループにおける業務の適正の確保
グループ経営本部を設置し、グループ会社の情報一元管理を行うとともに関係会社管理規程

の制定およびグループ会社の規模に応じた権限明細の作成など、関係会社における業務の適正
を確保する仕組みを定めております。
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また、内部監査規程に基づき、当事業年度は監査室における当社内部監査を30回、グループ
会社への監査を13社に対し実施いたしました。定期的な内部監査ならびに継続的な業務改善
指導を行いつつ、監査役監査と連携することにより、法令・定款ならびに社内規則遵守の更な
る運用徹底を図っております。

このほか、グループ会社管理部長会、営業会議、予算会議等を開催しており、それぞれの会
議に各社が参加することにより、グループ会社間の情報共有を図り、グループ全体での内部統
制機能の向上に努めてまいりました。

④　監査役監査の実効性確保、監査役の管理体制
当事業年度は監査役会を16回開催し、取締役会での審議内容につき検証いたしました。
また、監査役と会計監査人との会合を毎四半期、定期的に開催いたしました。監査役はそれ

ぞれ外部機関から情報収集に努めるとともに、常勤監査役は主なグループ会社の監査役を兼務
するなど、グループ内業務監査の実効性確保に努めました。

⑺　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社では、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけております。

当社は、長期的視点に立った財務体質と経営基盤の強化に努めるとともに、連結業績に鑑みな
がら株主各位に対する安定かつ継続的な配当の維持を基本方針としております。上記方針に基づ
き、中期経営計画2018（平成27年11月４日付）におきましては、「連結配当性向25％～35％を
確保しつつ安定的な配当を実施していく」を目標に掲げております。

なお、内部留保金につきましては、ますます変化する経済環境や業界動向に機敏に対応してい
くための体力強化および新たな事業拡大等に活用していく所存であります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

101,961
22,516
54,795

166
14,898

266
4,010

849
4,638
△179

22,319
12,058
5,112
1,992

813
4,138

0
1,003

495
422
85

9,257
6,519

257
739
916

1,931
△1,107

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 51,169

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 36,858
短 期 借 入 金 6,295
未 払 費 用 3,311
未 払 法 人 税 等 995
役 員 賞 与 引 当 金 185
そ の 他 3,523

固 定 負 債 11,303
長 期 借 入 金 6,007
繰 延 税 金 負 債 1,246
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,211
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,774
資 産 除 去 債 務 142
そ の 他 919

負 債 合 計 62,472
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 60,702
資 本 金 12,133
資 本 剰 余 金 13,912
利 益 剰 余 金 35,195
自 己 株 式 △539

その他の包括利益累計額 1,061
その他有価証券評価差額金 681
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 4
為 替 換 算 調 整 勘 定 713
退職給付に係る調整累計額 △338

非 支 配 株 主 持 分 44
純 資 産 合 計 61,808

資 産 合 計 124,281 負 債 純 資 産 合 計 124,281
（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 245,387
売 上 原 価 211,739

売 上 総 利 益 33,648
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 25,859

営 業 利 益 7,788
営 業 外 収 益

受 取 利 息 64
受 取 配 当 金 103
受 取 手 数 料 277
受 取 家 賃 91
そ の 他 269 806

営 業 外 費 用
支 払 利 息 134
為 替 差 損 477
そ の 他 74 686
経 常 利 益 7,908

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 4
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1 6

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 9
減 損 損 失 31
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 42
特 別 退 職 金 43
経 営 統 合 関 連 費 用 160
そ の 他 39 336

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,578
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,973
法 人 税 等 調 整 額 171 2,145
当 期 純 利 益 5,433
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △3
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 5,437

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。
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（参考情報）

連結包括利益計算書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

当 期 純 利 益 5,433

そ の 他 の 包 括 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △109

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △19

為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,749

退 職 給 付 に 係 る 調 整 額 △87 △1,966

包 括 利 益 3,466

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 12,133 13,912 31,029 △537 56,538
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,271 △1,271
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 5,437 5,437

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － 0 4,165 △1 4,164
当 期 末 残 高 12,133 13,912 35,195 △539 60,702

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持 分

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係る調整累
計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 790 23 2,462 △250 3,026 38 59,603
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,271
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 5,437

自 己 株 式 の 取 得 △1
自 己 株 式 の 処 分 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △109 △19 △1,748 △87 △1,964 5 △1,959

当 期 変 動 額 合 計 △109 △19 △1,748 △87 △1,964 5 2,204
当 期 末 残 高 681 4 713 △338 1,061 44 61,808

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲等に関する事項

①　連結子会社の数および連結子会社の名称
イ．連結子会社の数　　　　　　　49社
ロ．主要な連結子会社の名称

加賀デバイス株式会社
加賀コンポーネント株式会社
加賀ソルネット株式会社
株式会社エー・ディーデバイス
加賀ハイテック株式会社
加賀電子（上海）有限公司
KAGA (H.K.)ELECTRONICS LIMITED
KAGA ELECTRONICS (THAILAND) COMPANY LIMITED
KAGA DEVICES (H.K.)LIMITED

②　連結の範囲の変更に関する事項
当連結会計年度より、株式会社イザクルは、株式会社ドリームスを存続会社とした合併により連結の範

囲から除外し、株式会社サイコックスは、増資引受等により連結の範囲に含めております。
⑵　持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない関連会社の状況
イ．持分法非適用の関連会社数　　　２社
ロ．持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合
う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないためであります。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち港加賀電子（深圳）有限公司、加賀電子（上海）有限公司、東莞勁捷電子有限公司、

加賀電子（大連）有限公司、加賀貿易（深圳）有限公司、N.Y.SALAD製作委員会、N.Y.SALADⅡ製作委
員会、加賀沢山電子（蘇州）有限公司、蘇州沢山加賀貿易有限公司、加賀電子科技（蘇州）有限公司、AD 
DEVICE(SHANGHAI) Co., LTD.、および湖北加賀電子有限公司の決算日は12月31日であります。連結
計算書類の作成にあたっては、それぞれの決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、同決算日
より連結決算日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券の評価基準および
評価方法
売買目的有価証券　　　　　　時価法（売却原価は移動平均法により算定）によっております。
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）によっております。

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。
なお、投資事業組合等への出資持分（金融商品取引法第２条第２項に
より有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される
決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額
を純額で取り込む方法によっております。

ロ．デリバティブの評価基準
および評価方法

時価法によっております。

ハ．たな卸資産の評価基準
および評価方法

主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切り下げの方法）および移動平均法による原価法（貸
借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）
によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

（リース資産を除く）
当社および国内連結子会社は定率法（ただし平成10年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）、海外連結
子会社は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年
機械装置及び運搬具 ５年～12年
工具、器具及び備品 ２年～20年

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は定額法を採用しております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　当社および国内連結子会社について、債権の貸倒れによる損失に備え

るため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。海外連結子会社については、取引先毎の回収可能性に応
じた会社所定の基準により連結会計年度末債権に対して必要額を見積
り計上しております。

ロ．役員賞与引当金　　　　　　　当社および連結子会社は役員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しておりま
す。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　当社および一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備え
るため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しています。なお、在外子会社等の資
産および負債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当
処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしております
ので、特例処理を行っております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　外貨建資産、負債および外貨建予定取引の為替変動リスクに対するヘ
ッジとして為替予約取引およびＮＤＦ取引を行っております。また、
長期借入金に係る支払利息に対して金利スワップ取引を行っておりま
す。

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　当社は、内規に基づきヘッジ方針を決定しております。為替予約につ
いては、為替変動リスクのヘッジを行っております。また、金利スワ
ップ取引については長期借入金に係る支払利息の金利上昇リスクのヘ
ッジを行っております。
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ニ．ヘッジの有効性評価の方法　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象で
ある外貨建資産、負債および外貨建予定取引とヘッジ手段である為替
予約取引のキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動比率等を基
礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利スワ
ップについては、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一
であることを確認しておりますので、有効性の評価を省略しておりま
す。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上

基準
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における見込み額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を
控除した額を計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職
給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定基準によっております。過去勤務費用については、その
発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異につい
ては、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ
発生の翌連結会計年度から費用処理しております。未認識数理計算上
の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純
資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計
額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　税抜処理によっております。
⑸　のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、その効果のおよぶ期間（原則５年）にわたって均等償却を行っております。
ただし、金額的重要性の乏しい場合には、発生年度に全額償却しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」と
いう。）及び「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会
計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下
「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計年度より適用し、支配が継続している場合の子会社に対
する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度
の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合につい
ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計
算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支
配株主持分への表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及
び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から
将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産および担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物及び構築物 2,298百万円
土地 3,030百万円

計 5,329百万円
②　担保に係る債務

短期借入金
長期借入金

428百万円
325百万円

計 753百万円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 9,238百万円
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⑶　保証債務
融資斡旋制度による当社従業員の金融機関からの借入
等に対する保証債務 32百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数(株)

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数(株)

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数(株)

当 連 結 会 計 年 度
末  株  式  数 (株 )

発 行 済 株 式

普 通 株 式 28,702,118 － － 28,702,118

合 計 28,702,118 － － 28,702,118

自 己 株 式

普 通 株 式 446,040 829 45 446,824

合 計 446,040 829 45 446,824

（注）自己株式の数の増加・減少は、単元未満株式の買取り請求による増加と単元未満株式の買増し請求による
減少であります。

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年 ６ 月26日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 706 25 平成27年 ３ 月31日 平成27年 ６ 月29日

平成27年11月 ４ 日
取 締 役 会 普 通 株 式 565 20 平成27年 ９ 月30日 平成27年12月 ４ 日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成28年 ６ 月29日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 988 利益剰余金 35 平成28年

３月31日
平成28年
６月30日
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、運転資金を銀行等金融機関か
らの借入により調達しております。デリバティブは、外貨建ての営業債権・債務や借入金の為替変動リス
クを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、債権管理規程に沿って
リスクの低減を図っております。また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての
営業債権は為替変動リスクに晒されていますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　有価証券および投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場
価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。ま
た、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。また、その一部に
は債権同様外貨建てのものがあり、先物為替予約を利用し為替変動リスクをヘッジしております。
　借入金は主に運転資金および設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済は最長で決算日後
５年であります。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品に関する時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

①　現金及び預金 22,516 22,516 －

②　受取手形及び売掛金 54,795

貸倒引当金（＊１） △179

54,615 54,615 －

③　有価証券 166 166 －

④　投資有価証券 5,616 5,616 －

⑤　差入保証金 447 367 △79

⑥　支払手形及び買掛金（＊２） (36,858) (36,858) －

⑦　短期借入金（＊２） (6,295) (6,295) －

⑧　未払費用（＊２） (3,311) (3,311) －

⑨　未払法人税等（＊２） (995) (995) －

⑩　長期借入金（＊２） (6,007) (6,023) △15

⑪　デリバティブ取引（＊３） 18 18 －

（＊１）売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
（＊２）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

①　現金及び預金、②　受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

③　有価証券、④　投資有価証券
　これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金
融機関から提示された価格によっております。

⑤　差入保証金
　これらの時価については、差入先から提示された返還金額又は過去の実績から算出された返還金額
をリスクフリーレートで割り引いて算定する方法によっております。
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⑥　支払手形及び買掛金、⑦　短期借入金、⑧　未払費用、⑨　未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

⑩　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっております。変動金利による一部の長期借入金は金利スワップの特例
処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入
を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

⑪　デリバティブ取引
　これらの時価についてはすべて為替予約であり、先物為替相場によっております。
　なお、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている債権債務と一体として処理され
ているため、その時価は、当該債権債務の時価に含めて記載しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額846百万円）、投資事業組合等（連結貸借対照表計上額56百万
円）および取引保証金等（連結貸借対照表計上額292百万円）は、市場価額がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、④
投資有価証券および⑤　差入保証金には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,185円94銭
⑵　１株当たり当期純利益 192円43銭

７．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

８．その他の注記
（追加情報）
　（経営統合の基本合意解消について）

　当社と株式会社UKCホールディングス（以下、当社と合わせて「両社」と総称します。）は、両社の間
において平成27年11月18日付で締結された経営統合に関する基本合意書（以下、「本基本合意書」とい
います。）に基づき、経営統合に向けた協議を進めてまいりましたが、この度、本基本合意書を解除し、
経営統合に向けた協議を中止することについて合意し、平成28年４月22日開催の当社取締役会において
決議をいたしました。

　基本合意書の解除の理由
　平成27年11月18日の本基本合意書締結以後、両社において対等の精神に則り、経営統合の実現に向け
ての協議を鋭意進めてまいりましたが、経営統合に係る諸条件の合意に至らず、本基本合意書を解除し、
経営統合に向けた協議を中止することにいたしました。
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貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 　 　 　 　 物
構 　  築 　  物
車 輌 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
商 標 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金

48,466
9,600
3,285

19,830
166

3,866
5

34
633
129
427

14,302
2,294

318
△6,428
21,929
6,590
2,772

19
7

298
3,412

79
261

4
186
70

15,077
5,866
7,658

27
13

987
1,949

156
193

1,622
△2,562

△836

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 24,038

支 払 手 形 1,931
買 掛 金 13,303
短 期 借 入 金 732
関 係 会 社 短 期 借 入 金 2,601
１年内返済予定の長期借入金 2,428
リ ー ス 債 務 59
未 払 金 751
未 払 費 用 1,411
未 払 法 人 税 等 65
前 受 金 158
預 り 金 107
役 員 賞 与 引 当 金 180
そ の 他 309

固 定 負 債 7,677
長 期 借 入 金 5,825
リ ー ス 債 務 110
退 職 給 付 引 当 金 268
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,075
資 産 除 去 債 務 97
そ の 他 301

負 債 合 計 31,715
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 38,080
資 本 金 12,133
資 本 剰 余 金 13,912

資 本 準 備 金 13,912
そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 12,573
利 益 準 備 金 618
そ の 他 利 益 剰 余 金 11,954

別 途 積 立 金 7,000
繰 越 利 益 剰 余 金 4,954

自 己 株 式 △539
評 価 ・ 換 算 差 額 等 600

その他有価証券評価差額金 587
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 13
純 資 産 合 計 38,680

資 産 合 計 70,396 負 債 純 資 産 合 計 70,396
（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。
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損 益 計 算 書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 85,723
売 上 原 価 75,733

売 上 総 利 益 9,989
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,911

営 業 利 益 1,077
営 業 外 収 益

受 取 利 息 108
受 取 配 当 金 2,108
そ の 他 415 2,633

営 業 外 費 用
支 払 利 息 101
為 替 差 損 32
そ の 他 63 197
経 常 利 益 3,513

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0
投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 267
そ の 他 2 269

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9
関 係 会 社 株 式 評 価 損 100
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 202
経 営 統 合 関 連 費 用 160
そ の 他 31 505

税 引 前 当 期 純 利 益 3,277
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 236
法 人 税 等 調 整 額 183 420
当 期 純 利 益 2,856

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己
株式

株 主 資
本 合 計資 本

準 備 金

そ の 他
資 本 剰
余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰 越
利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 12,133 13,912 － 13,912 618 7,000 3,369 10,987 △537 36,496
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,271 △1,271 △1,271
当 期 純 利 益 2,856 2,856 2,856
自己株式の取得 △1 △1
自己株式の処分 0 0 0 0
株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

当期変動額合計 － － 0 0 － － 1,585 1,585 △1 1,584
当 期 末 残 高 12,133 13,912 0 13,912 618 7,000 4,954 12,573 △539 38,080

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 672 18 690 37,186
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,271
当 期 純 利 益 2,856
自己株式の取得 △1
自己株式の処分 0
株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

△84 △5 △90 △90

当期変動額合計 △84 △5 △90 1,493
当 期 末 残 高 587 13 600 38,680

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法
イ．売買目的有価証券 時価法（売却原価は移動平均法により算定）によっております。
ロ．子会社株式および

関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

ハ．その他有価証券
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業組合等への出

資持分（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）
については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②　デリバティブの評価基準
および評価方法

時価法によっております。

③　たな卸資産の評価基準
および評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産については主として個別法による原
価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）およ
び移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切り下げの方法）によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法を採用しております（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）については定額法）。なお、主な耐用年数は建
物3年～50年、工具、器具及び備品２年～20年であります。

②　無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウェ
ア５年であります。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

－ 45 －

個別注記表



2016/05/31 16:31:39 / 15173179_加賀電子株式会社_招集通知（Ｆ）

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

②　投資損失引当金 関係会社への投資に対し将来発生の見込まれる損失に備えるため、営業成
績不振の子会社等の財政状態および経営成績を勘案して必要額を計上して
おります。

③　役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事
業年度に見合う分を計上しております。

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、期末日における退職給付債務および年金
資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務費用については、その
発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により費用処理しております。数理計算上の差異については、そ
の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により、翌事業年度から費用処理することとしております。

⑤　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

⑷　外貨建の資産および負債の
本邦通貨への換算基準

外貨建債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理
の要件を満たしておりますので、特例処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 外貨建資産、負債および外貨建予定取引の為替変動リスクに対するヘッジ
として為替予約取引およびＮＤＦ取引を行っております。また、長期借入
金に係る支払利息に対して金利スワップ取引を行っております。

③　ヘッジ方針 当社は、内規に基づきヘッジ方針を決定しております。為替予約について
は、為替変動リスクのヘッジを行っております。また、金利スワップ取引
については長期借入金に係る支払利息の金利上昇リスクのヘッジを行って
おります。
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④　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象である
外貨建資産、負債および外貨建予定取引とヘッジ手段である為替予約のキ
ャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動比率等を基礎にして判断して
おります。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、ヘッ
ジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であることを確認しており
ますので、有効性の評価を省略しております。

⑹　消費税等の会計処理 税抜処理によっております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産および担保に係る債務

①　担保に供している資産
　　建物 2,298百万円
　　土地 3,030百万円

　　計 5,329百万円
②　担保に係る債務

　　１年内返済予定長期借入金 428百万円
　　長期借入金 325百万円

　　計 753百万円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 1,694百万円
⑶　保証債務

　関係会社等について金融機関からの借入等および仕入債務等に対し債務保証を行っております。
株式会社エー・ディーデバイス 3,692百万円
加賀ハイテック株式会社 2,301百万円
加賀デバイス株式会社 399百万円
その他 386百万円

計 6,779百万円
　なお、関係会社の為替予約に対し保証を行っております。期末日時点における当該為替予約の残高は318
百万円、時価差額は△0百万円であります。
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⑷　関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 6,048百万円
短期金銭債務 2,735百万円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 14,256百万円
仕入高 17,448百万円
有償支給高 1,916百万円

営業取引以外の取引高 4,528百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 末
株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 446,040 829 45 446,824

（注）自己株式の数の増加・減少は、単元未満株式の買取り請求による増加と単元未満株式の買増し請求による
減少であります。
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５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
投資損失引当金 268百万円
子会社株式評価減 530百万円
未払事業税 20百万円
投資有価証券評価損 229百万円
役員退職慰労引当金 329百万円
貸倒引当金 2,741百万円
未払賞与 304百万円
退職給付引当金 82百万円
その他 478百万円
繰延税金資産小計 4,983百万円
評価性引当額 △3,899百万円
繰延税金資産　計 1,084百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △418百万円
資産除去費用 △12百万円
その他 △33百万円
繰延税金負債　計 △463百万円

繰延税金資産の純額 620百万円
⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳
法定実効税率 33.1％
（調整）

交際費損金不算入 1.6％
受取配当金益金不算入 △9.8％
海外子会社配当金益金不算入 △10.2％
海外源泉分損金不算入 3.8％
住民税均等割 0.7％
評価性引当額の増減 △10.4％
税率変更による期末繰延税金資産負債の増減 1.9％
役員賞与引当金損金不算入 1.8％
その他 0.3％
小計 △20.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.8％
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⑶　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法
律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事
業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負
債の計算に使用する法定実効税率は従来の33.1％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29
年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開
始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。
この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が29百万円減少し、法
人税等調整額が63百万円、その他有価証券評価差額金が33百万円、繰延ヘッジ損益が０百万円、それぞれ
増加しております。

６．関連当事者との取引に関する注記
⑴　当社の親会社および主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類 会 社 等
の 名 称 所 在 地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

主要
株主 株式会社三共 東京都

渋谷区 14,840 遊技機器
製造・販売

（被所有）
直接

13.57
当 社 商 品
の販売

当社商品の
販売(注) 10,558 売掛金 3,866

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
商品の販売については、双方協議の上、契約等に基づき決定しております。

⑵　当社の子会社および関連会社等

種 類 会社等の名称 所 在 地
資 本 金
ま た は
出 資 金

事業の内容
議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社

加賀デバイス
株式会社

東京都
千代田区 395百万円

電子部品・
電子機器等
の販売

（所有）
直接

100.0

資 金 の 貸
付、役員の
兼任

資金の貸付
（ゼロバラ
ンス）

805 関係会社
短期貸付金 16

加賀コンポーネ
ント株式会社

東京都
千代田区 400百万円

電気機器等
の製造およ
び販売

（所有）
直接

100.0

資 金 の 貸
付、役員の
兼任

資金の貸付
（ゼロバラ
ンス）

6,716 関係会社
短期貸付金 6,906
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種 類 会社等の名称 所 在 地
資 本 金
ま た は
出 資 金

事業の内容
議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社

加賀ソルネット
株式会社

東京都
中央区 99百万円

コンピュータ
ネットワーク
システムの開
発・設計・施
工・保守およ
び電子機器・
情報機器等の
販売

（所有）
直接

100.0

資 金 の 借
入、役員の
兼任

資金の借入
（ゼロバラ
ンス）

919 関係会社
短期借入金 1,122

株式会社
エー・ディー
デバイス

東京都
千代田区 301百万円

電子部品・
電子機器等
の販売

（所有）
直接
96.7

資 金 の 貸
付、役員の
兼任

資金の貸付
（ゼロバラ
ンス）

621 関係会社
短期貸付金 906

債務保証 3,692 － －

加賀スポーツ
株式会社

東京都
千代田区 50百万円

スポーツ用
品 等 の 製
造、卸売お
よび販売

（所有）
直接

100.0

資 金 の 貸
付、役員の
兼任

資金の貸付
（ゼロバラ
ンス）

1,682 関係会社
短期貸付金 1,793

加賀ハイテック
株式会社

東京都
中央区 310百万円

情報機器・フ
ィルム・光学
機器・映像ソ
フトウェア等
の製造・販売
および暗室・
映像会議室の
設計・施工

（所有）
直接

100.0

資 金 の 貸
付、役員の
兼任

資金の貸付
（ゼロバラ
ンス）

2,486 関係会社
短期貸付金 2,114

債務保証 2,301 － －

株式会社
エスアイエレ
クトロニクス

東京都
中央区 100百万円

アミューズメ
ント機器用の
画像表示関連
装置の開発、
設計、製造お
よび販売等

（所有）
間接
96.7

資 金 の 貸
付、役員の
兼任

資金の貸付
（ゼロバラ
ンス）

1,277 関係会社
短期貸付金 1,243

港加賀電子
（深圳）有限公司

中国
広東省 16百万

米ドル

電子機器・
電子部品等
の製造およ
び販売

（所有）
間接

100.0

当 社 お よ
び 当 該 会
社 が 販 売
す る 商 品
の 一 部 を
供給、役員
の兼任

商品の販売 1,639 売掛金 811

KAGA
ELECTRONICS
(THAILAND)
COMPANY
LIMITED

タイ
サムット
プラカー
ン

100百万
タイバーツ

電子機器・
電子部品等
の製造およ
び販売

（所有）
直接

100.0

当 社 お よ
び 当 該 会
社 が 販 売
す る 商 品
の 一 部 を
供給、役員
の兼任

商品の販売 4,156 売掛金 1,648

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．取引については、双方協議の上、契約等に基づき決定しております。
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２．上記各社への資金の貸付および借入について受取利息及び支払利息の金利に関しては一定の市場金利
を指標としております。なお、加賀コンポーネント株式会社への貸付に関しては同社の状況に鑑み、
利息を免除しております。

３．加賀コンポーネント株式会社への貸付金に対し、4,780百万円の貸倒引当金を計上しております。ま
た、当事業年度において57百万円の貸倒引当金戻入額を計上しております。
加賀スポーツ株式会社への貸付金に対し、633百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当事
業年度において51百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
株式会社エスアイエレクトロニクスへの貸付金に対し、1,284百万円の貸倒引当金を計上しておりま
す。また、当事業年度において21百万円の貸倒引当金戻入額を計上しております。

４．ゼロバランスとは、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）の「国内円資金プーリングサー
ビス」のことであります。ゼロバランスにより資金が日々移動することから、取引金額には当事業年
度の平均貸付・借入額を記載しております。

５．子会社への貸倒懸念債権等に対し、合計7,966百万円の貸倒引当金を計上しており、当事業年度にお
いて合計202百万円の貸倒引当金繰入を計上しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,368円97銭
⑵　１株当たり当期純利益 101円11銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

９．その他の注記
（追加情報）
　（経営統合の基本合意解消について）

　　　連結注記表「８．その他の注記（追加情報）」に記載しているため、注記を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成28年５月23日
加賀電子株式会社

取　締　役　会　御中

ＰｗＣあらた監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 友 田 和 彦 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 仲 澤 孝 宏 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 矢 野 貴 詳 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、加賀電子株式会社の平成27年４月１日
から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、加賀電子株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　 上
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計算書類に係る会計監査報告
独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成28年５月23日
加賀電子株式会社

取　締　役　会　御中

ＰｗＣあらた監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 友 田 和 彦 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 仲 澤 孝 宏 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 矢 野 貴 詳 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、加賀電子株式会社の平成27年４
月１日から平成28年３月31日までの第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

－ 55 －

計算書類に係る会計監査報告



2016/05/31 16:31:39 / 15173179_加賀電子株式会社_招集通知（Ｆ）

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以 　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年4月1日から平成28年3月31日までの第48期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下の通り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、監査役会を毎月定期的に開催し、各監査役

から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従
い、取締役、内部監査部門である監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員、事業部長及び使用人等から各

グループ会社に関する職務も含めその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思
疎通及び情報の交換を図り、子会社から事業の報告を受け、必要に応じて子会社に赴き、
その業務及び財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人との連携に努めつつ、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査
を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する運用状況についても、特段指摘すべき点は見受けられませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 PwCあらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 PwCあらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成28年５月25日

加 賀 電 子 株 式 会 社 　 監 査 役 会
常勤監査役 亀 田 和 典 ㊞
常勤監査役 石 井 隆 弘 ㊞
社外監査役 佐 瀬 正 俊 ㊞
社外監査役 田　中　雄一郎 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
　第48期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして
以下のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類

金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき20円の普通配当に、特別配当15円を加え１株につき35円といたし
たいと存じます。なお、この場合の配当総額は988,935,290円となります。

これにより、すでにお支払いさせていただいております中間配当金１株につき20円を加えた
当期の年間配当金は１株につき55円、年間配当総額は1,554,045,530円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年６月30日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由

当社の事業内容の拡大ならびに今後の事業展開に備え、福祉用具の貸与や販売ならびに福祉
施設運営等の介護関連事業が行えるようにするため、現行定款第２条に目的事項の追加を行う
とともに、号数の繰り下げを行うものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します）
現　行　定　款 変　　更　　案

第１章　総　　則
（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的とする。

第１章　総　　則
（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的とする。

１．～17．（条文省略） １．～17．（現行どおり）
（新設）
（新設）

（新設）
（新設）
（新設）
（新設）

（新設）
（新設）
（新設）

18．介護保険法に基づく居宅サービス事業。
19．介護保険法に基づく地域密着型サービス事

業。
20．介護保険法に基づく居宅介護支援事業。
21．介護保険法に基づく施設サービス事業。
22．介護保険法に基づく介護予防サービス事業。
23．介護保険法に基づく地域密着型介護予防サ

ービス事業。
24．介護保険法に基づく介護予防支援事業。
25．有料老人ホームの設置、運営。
26．高齢者向け住宅事業。

18．～19．（条文省略） 27．～28．（現行どおり）
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第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役佐瀬正俊は本総会終結の時をもって、任期満了となりますので、監査役１名の選任をお
願いするものであります。
　本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

よ ね

米 　
か わ

川 　 　 　
いさむ

勇
（昭和27年10月22日）
【新任】

昭和55年４月　弁護士登録
昭和61年４月　佐瀬米川法律事務所（現 アルファパートナー

ズ法律事務所）開業　パートナー（現任）
－株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．米川　勇は、社外監査役候補者であります。
３．社外監査役候補者とした理由

米川　勇が長年の弁護士として培われた法律知識を、当社の監査体制に活かしていただくため、社外
監査役として選任をお願いするものであります。

４．社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由
米川　勇は、直接、企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法務に精通し、企
業経営を統治するに充分な見識を有しておられることから、社外監査役としての職務を適切に遂行い
ただけるものと判断しております。

５．米川　勇が選任された場合、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第425条第1項に定める最低
責任限度額を限度として同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。

６．米川　勇は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として届け出
る予定であります。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いする
ものであります。
　なお、本議案における選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議
によりその選任を取消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る 当 社

株 式 の 数
し ま

島
 

　
よ し

由
ゆ き

幸
（昭和42年12月28日）
【新任】

平成11年４月　弁護士登録
佐瀬米川法律事務所（現 アルファパートナー
ズ法律事務所）入所（現任）

1,750株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．補欠監査役候補者島　由幸は、社外監査役の補欠として選任するものであります。
３．補欠監査役候補者島　由幸は、補欠の社外監査役候補者であります。
４．補欠の社外監査役候補者とする理由

島　由幸は、長年の弁護士として培われた法律知識を、監査役に就任された場合に当社の監査体制に
活かしていただくため、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。

５．社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由
島　由幸は、直接、企業経営に関与された経験はありませんが、過去に当社子会社の社外監査役に就
任しており、また、弁護士として企業法務に精通し企業経営を統治するに充分な見識を有しておられ
ることから、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

６．島　由幸が監査役に就任された場合、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第425条第1項に定
める最低責任限度額を限度として同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定
であります。

以上
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株主総会会場ご案内図
会場　秋葉原ビジネスセンター ５階 ＡＰ秋葉原

東京都台東区秋葉原１番１号

※昨年より株主総会にご出席の株主様へのお土産はとりやめさせていただいてお
ります。何卒、ご理解いただきますようお願い申しあげます。
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〔交通機関〕
■ＪＲ　　　　　　　　　　　秋葉原駅（中央改札口）徒歩３分
■つくばエクスプレス　　　　秋葉原駅（Ａ３出口）　徒歩３分
■東京メトロ

銀座線　　　　　末広町駅（１番出口）　徒歩５分
日比谷線　　　　秋葉原駅（２番出口）　徒歩５分

■都営新宿線　　　　　　　　岩本町駅（Ａ３出口）　徒歩８分

※駐車場の設備がありませんので、自動車・オートバイ・自転車でのご来場はご遠
慮ください。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




